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貧困関連用語解説 1 

(1) 貧困指標 

用語 解説 

絶対的貧困 
Absolute Poverty 

 

ある最低必要条件の基準が満たされていない状態を示す。一般的には、人間とし

て生存するために最低限必要とされる食糧と食糧以外のものが購入できるだけの

所得または支出水準（＝貧困線）に達していない状態を絶対的貧困と定義する。 
相対的貧困 
Relative Poverty 
 

ある地域社会の大多数よりも貧しい状態を示す。例えば所得が地域内の下位

10％に属する人は、衣食住が満たされていても相対的貧困者となる。また中所得

国以上では、人間の生存の為に最低限必要な食糧と食糧以外の日常品ではな

く、その社会で一般的な生活を送るために必要な収入・支出水準を元に相対的貧

困線を設定する国もある。OECD などでは中位可処分所得の 50％の水準を高所

得国の相対的貧困線と定義している。 
貧困線 Poverty Line 
 

所得または支出水準が最低限の必要を満たす水準が貧困線であり、それに達しな

い層（=貧困者）が全人口に占める割合を貧困率・または指数として示す。これによ

り表される貧困を経済的貧困、所得貧困とも言う。 
国際貧困線 
International Poverty 
Line 

MDGs を機に、国際的な絶対的貧困線として「１日１ドル未満」が設定された。国際

貧困線以下の人口が世界の絶対的貧困者の数であり、その割合が国際貧困率と

して算出される。 
1993 年購買力平価での最貧 15 か国の貧困線の平均が月 32.74 米ドル（一日

1.08 米ドル）であったことから、MDGs指標として一日 1 ドルの指標が採用された。

最貧国の国別貧困線の各国の物価は異なり、同じ１ドルで購入できるものには大

差があるため、購買力平価（Purchasing Power Parity：PPP）を用いて、米国での

１ドルの購買力に相当するように調整されている。2005 年以降の貧困線は物価上

昇などを加味し、2008 年購買力平価における最貧 15 か国の貧困線の平均から、

一日 1.25 ドルが国際比較のための絶対貧困線とされている
2
。 

国別貧困線 
National Poverty Line 

国ごとの実情を反映し、各国政府が家計調査のデータなどに基づいて独自に設定

したのが国別貧困線である。国内における物価の差異に対応するため、都市、地

方、あるいは地域ごとに設定された異なる貧困線を元に、統計的に国別貧困線を

算出する場合もある。多くの発展途上国では、下記のベーシックニーズ貧困線が

国別貧困線とされている
3
。下記の食糧貧困線とベーシックニーズ貧困線は、国に

よりUpper/Lower Poverty Lineや、Poverty Line/Extreme Poverty Lineなど

様々な表現があるため、定義によっていずれであるかを判断する必要がある。 
食糧貧困線 
Food Poverty Line 

人間が生存していく上で、最低限必要なエネルギーを摂取できる支出レベルを算

出したもの。摂取エネルギーは、FAO が提唱する成人の一日に必要なカロリー

（2100 カロリー）を基準に、国ごとに設定される場合が多い。そのカロリーを摂取す

るための基本的な食糧の種類や構成は国ごとに設定され、都市・地方、あるいは

地域の差異も配慮される場合がある。 
ﾍﾞｰｼｯｸﾆｰｽﾞ貧困線 ベーシックニーズ費用手法（The Cost of Basic Needs Method：CBN）を用い、食

                                                   
1 主に国際協力総合研修所 2008 年 3 月『指標から国を見る～マクロ経済指標、貧困指標、ガバナンス指

標の見方～』

（http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.p
df）、世界銀行（2009）Measuring Poverty and Inequality（http://go.worldbank.org/4WJH9JQ350）を元

に作成。 
2 World Bank (2008) Dollar a Day Revisited （http://go.worldbank.org/SMQ2FCW4J0） 
3 World Bank (2012) Poverty Measurement Methodology by Country 

(http://go.worldbank.org/OP02MEZ880)  

http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.pdf
http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.pdf
http://go.worldbank.org/4WJH9JQ350
http://go.worldbank.org/SMQ2FCW4J0
http://go.worldbank.org/OP02MEZ880


 

 

用語 解説 

CBN/Basic Needs 
Poverty Line 

糧貧困線に非食糧、すなわち衣類、住居、医療などのための最低限の支出金額を

足して算出される。 
非食糧貧困線 
Non Food Poverty 
Line 

非食糧ニーズの種類や構成は国ごとに設定され、都市・地方、あるいは地域の差

異も配慮される場合も多い。また、所得貧困（Income Poverty）という表現がされ

ることが多いが、途上国での貧困率の算出に使用されるのはほとんどの場合支出

に関するデータである 。 
貧困ギャップ率・指数 
Poverty Gap Ratio ・

Index、P１ 

貧困率が貧困の発生頻度を表すのに対し、貧困ギャップ率は貧困の平均的「深さ

（depth）」を表すために用いられる。通常、国別貧困率を元に算出される。 
貧困ギャップ率は、国民の収入または支出が貧困線に対して何パーセント下回っ

ているか（乖離しているか）を、貧困線以上の人々の乖離率をゼロとして計算した数

値である
4
。貧困ギャップ率に貧困線と人口を乗じた数字が、貧困削減のための最

低限の必要な費用であるとされ、政策上の目安となる。 
二乗貧困ギャップ率・指数 

Squared Poverty Gap 

Ratio ・ Index ／ Poverty 

Severity Ratio・Index、P２ 

貧困の極端な「深刻さ（severity）」を表すために用いられる。通常国別貧困率を元

に算出される。二乗貧困ギャップ率は、貧困線からの乖離率を二乗したもので、乖

離率が高ければ（貧困の深刻度が高い）、より大きく数値に反映される。 

 

(2) 不平等指数 

用語 解説 

ジニ係数・指数 
Gini Coefficient, Gini 
Index 

国や地域の所得（または消費）の平等・不平等度を示す指標。完全に平等な社会

では０になり、完全に不平等な社会では１となる。なお、世界銀行の統計などでは

パーセンテージ表示のジニ指数（Gini Index）を用いており、完全に不平等な社会

を 100 で表す。通常 30 から 50の範囲になることが多く、40 を超えると社会が不安

定になると一般的に言われている。 
所得階層別の所得ｼｪｱ 
Percentage Share of 
Income or 
Consumption 

ジニ係数を算出する基礎となるもの。人口を所得水準で階層分類し（五分位または

十分位）、国全体の所得のうちそれぞれの階層が占める割合を％で表示。一般的

に、五分位の最下層 20％が全体の 6－10％の消費を行い、最上位 20％が全体

の 35－50％の消費を行っている場合が多い。 

 

(3) 開発指数 

用語 解説 

人間開発指数 
Human Development 
Index：HDI5 

人間開発の 3 つの基本的側面（①寿命、②知識、③生活水準）を総合して、各国

の達成度を測定、比較するための指数。経済指標のみでは表せない国の開発の

度合いを表す尺度として、UNDP が 1990 年に刊行した『人間開発報告（Human 
Development Report）』の中で用い各国のランキングを行ったことに始まる。算出

方法は、①平均寿命指数、②教育指数（成人識字率と初等・中等・高等教育総就

学率）、③GDP指数（１人当たり実質GDP（PPP））について、それぞれの最大値を

1、最小値を 0 として算出し、3 つの平均値をとる。 
2010年よりHDIの派生指標として不平等調整済みHDI（IHDI）が導入されている。

また、それまで発表されていたジェンダー開発指数（GDI）とジェンダーエンパワメ

                                                   
4 World Bank (2009).Handbook on poverty and inequality

（http://issuu.com/world.bank.publications/docs/9780821376133.） 
5 HDI の詳細については UNDP HDI 公式ウェブサイト（http://hdr.undp.org/en/data/about/）。一部の情報 

は UNDP 東京事務所から日本語でも入手可能。http://www.undp.or.jp/hdr/global/） 

http://issuu.com/world.bank.publications/docs/9780821376133
http://hdr.undp.org/en/data/about/）。一部の情報
http://www.undp.or.jp/hdr/global/


 

 

用語 解説 

ント指数（GEM）に代わってジェンダー不平等指数（GII）が、人間貧困指数（HPI）
に代わって多次元貧困指数（MPI）が導入された。 

 

(4) 他 

用語 解説 

ミレニアム開発目標 
(Millennium 
Development 
Goals:MDGs)6 

2000年9月、ニューヨークの国連本部で開催された国連ミレニアム・サミットに参加

した 147 の国家元首を含む 189 の国連加盟国代表は、21 世紀の国際社会の目

標として「国連ミレニアム宣言」を採択した。この宣言と 1990 年代に開催された主

要な国際会議やサミットでの開発目標をまとめたものが MDGsである。MDGsは国

際社会の課題に対して、2015 年までの達成を目指す期限付きの 8 つの目標、21
のターゲット、60 の指標を掲げている。貧困に関する様々な経済的・非経済的指

標が取り上げられているが、その第 1 目標が、「一日 1.0 ドルの未満（2005 年以降

は 1.25 ドル）の絶対的貧困線以下の人口を半減する」という目標である。 
脆弱度分析と地図化

（Vulnerability Analysis 
and Mapping：VAM）

7 

食糧安全保障の観点から、「人々が最低限の厚生水準を維持できないほど、食糧

へのアクセスや食糧消費が急速に低下する可能性」を「脆弱性」と定義し、地域別

の脆弱度を地図化したものが VAM である。WFP が緊急食糧援助を行う際、援助

を最も必要とする人々や地域を選定し、効果的な支援を行うために開発した。 
VAM は、包括的食糧安全保障・脆弱度分析（CFSVA）、食糧安全保障モニタリン

グ・システム、GIS データを用いた空間分析と地図化の 3 つの活動からなる。

CFSVA では、社会政治環境、地理・気象条件、マクロ経済、教育・保健水準、農

業、環境などの観点から食糧安全保障と脆弱性に影響を与える要素を包括的に

分析する。既存のデータに加え、家計調査や市場価格調査などを組み合わせ、

「どのような社会グループ（生計活動や食糧入手手段）が影響を受けやすいか」な

どの分析も行う。 

 

 

                                                   
6 MDG については国連 MDG 公式ウェブサイト。（http://unstats.un.org/unsd/mdg/default.aspx）一部の情

報については国連広報センター（東京）からも入手可能。（http://unic.or.jp/mdg/index.html） 
7 VAM に関しては WFP VAM ウェブサイト（http://www.wfp.org/food-security） 

http://unstats.un.org/unsd/mdg/default.aspx
http://unic.or.jp/mdg/index.html
http://www.wfp.org/food-security


 

 

略語表 

略語 正式名称 日本語名 

CEPAL Comisión Económica para América Latina y el 

Caribe 

国連ラテンアメリカ経済

開発委員会 

FAO Food and Agriculture Organization 国連食糧農業機関 

GDP Gross Domestic Products 国内総生産 

HDI Human Development Index 人間開発指標 

HDR Human Development Report 人間開発報告書 

IDB Inter-American Development Bank 米州開発銀行 

MDGs Millenium Development Goals ミレニアム開発目標 

MEPyD Ministerio de E conomía, Planificación y 

Desarrollo 

経済計画開発省 

OECD The Organisation for Economic Co-operation and 

Development 

経済協力開発機構 

UN The United Nations 国際連合（国連） 

UNDP The United Nations Development Programme 国連開発計画 

WB The World Bank 世界銀行（世銀） 

WDI World Development Indicator 世界開発指標 

WFP The World Food Programme 世界食糧計画 
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図表 1 主要指標一覧（2000 年－2010 年）8

 

                                                   
8 JICA 研究所にて年 3回改定。

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/Index/CentralAmericaCaribbean/Guatemala.pdf  
（2012/12/03 アクセス） 

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/Index/CentralAmericaCaribbean/Guatemala.pdf
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中央政府歳入・歳出 【ドミニカ共和国】
2007年 2008年 2009年

（百万ﾍﾟｿ） （百万ﾍﾟｿ） （百万ﾍﾟｿ） （百万US$)* 対GDP比**
歳入 246,479 260,740 248,412 6,877 14.8% 対ドルレート

　租税収入 217,104 235,306 219,365 6,073 13.1% 36.12

　社会保障 3,025 4,582 6,593 183 0.4%

　贈与受取 5,921 2,967 4,986 138 0.3%

　その他 20,430 17,884 17,469 484 1.0%

歳出 198,144 255,838 262,047 7,255 15.6% GDP(現地通貨)
　人件費 68,282 80,120 93,507 2,589 5.6% 1,678,763

　財貨・サービス 38,761 37,285 45,196 1,251 2.7%

　固定資本減耗 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　利払い 16,835 25,260 32,006 886 1.9%

　補助金 30,441 53,344 28,823 798 1.7%

　贈与支払 15,435 28,661 23,403 648 1.4%

　扶助費 12,644 17,601 21,558 597 1.3%

　その他 15,731 13,543 17,513 485 1.0%

非金融資産の純増 44,217 65,210 46,522 1,288 2.8%

財政収支 4,118 -60,308 -60,158 -1,665 -3.6%

2009年

総支出内訳（目的別分類）【ドミニカ共和国】
2007年 2008年

（百万ﾍﾟｿ） （百万ﾍﾟｿ） （百万ﾍﾟｿ） 内訳 （百万US$)* 対GDP比**
総支出 242,361 321,048 308,570 100.0% 8,542 18.4%

　一般サービス n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　国防 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　公安 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　経済関連 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　　農林水産業 n.a. n.a. n.a. .. n.a. n.a.

　　エネルギー n.a. n.a. n.a. .. n.a. n.a.

　　鉱工業・建設業 n.a. n.a. n.a. .. n.a. n.a.

　　運輸 n.a. n.a. n.a. .. n.a. n.a.

　　通信 n.a. n.a. n.a. .. n.a. n.a.

　環境保全 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　住宅・生活関連施設 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　保健・医療 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　ﾚｸﾘｭｴｰｼｮﾝ・文化 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　教育 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　社会保障・福祉 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
注：総支出内訳における総支出には非金融資産の純増を含む 会計年度は1月〜12月

*：対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄはMarket Rate, Period Average  出典はInternational Financial Statistics (Online) October 2012 IMF 

**：GDPの出典はThe World Economic Outlook October 2012 IMF Homepage

出典　Government Finance Statistics (Online) September 2012 IMF

2009年 2009年

《ＤＡＣ諸国・国際機関》 （支出純額、単位：百万ドル）

暦年 うち日本 合計
2007年 ｽﾍﾟｲﾝ 27.34 ﾌﾗﾝｽ 16.47 ﾄﾞｲﾂ 8.72 米国 4.52 日本 2.96 2.96 26.51

2008年 ｽﾍﾟｲﾝ 32.10 米国 24.78 韓国 14.25 ﾌﾗﾝｽ 9.92 ﾄﾞｲﾂ 8.12 1.59 93.19

2009年 ｽﾍﾟｲﾝ 29.19 米国 14.12 韓国 6.91 ﾌﾗﾝｽ 3.38 ｶﾅﾀﾞ 2.63 0.23 52.14

暦年 その他 合計
2007年 EU Ins. 102.68 GFATM 11.24 UNICEF 1.14 UNTA 1.01 UNFPA 0.92 -20.52 96.47

2008年 EU Ins. 60.99 GFATM 19.49 UNFPA 1.18 UNDP 1.06 UNTA 0.76 -20.71 62.77

2009年 EU Ins. 66.14 GFATM 17.87 UNDP 1.42 UNFPA 1.25 UNICEF 0.83 -19.87 67.64

注：年の区切りは1月～12月の暦年。DAC集計ベース

出典：ODA国別データブック 2011　外務省

1位 2位 3位 5位

1位 2位 3位 4位 5位

4位

対ドミニカ共和国ＯＤＡ実績
《我が国》 （支出純額、単位：百万ドル）

暦年 政府貸付等 無償資金協力 技術協力 合計
2006年 -4.80 1.27 9.73 6.21
2007年 -12.64 4.54 11.06 2.96
2008年 -12.02 2.54 11.07 1.59
2009年 -10.66 0.26 10.64 0.23
2010年 -13.82 1.59 10.32 -1.91
累計 53.59 197.36 251.49 502.41

対ドミニカ共和国ＪＩＣＡ事業実績 （単位：億円）

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 累計
　円借款（承諾額） -               -               -               -               315.80            

　　　　　 （実行額） -               -               -               -               

　無償資金協力 -               -               -               -               

　技術協力 9.64               10.64             7.70               7.29               303.77            

（うち機材供与） 0.16               0.06               -               0.07               24.21             

対ドミニカ共和国ＪＩＣＡ技術協力人数実績 （単位：人）

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 累計
　研修員受入 77 90 86 65 1,662

　専門家派遣 22 39 37 18 577

　調査団派遣 18 22 11 19 1,200

　協力隊派遣 19 17 9 6 536

　その他ボランティア 25 9 19 7 244
注：年の区切りは日本の会計年度(4月～3月)。無償は当年度供与限度額（JICA実施監理案件）

出典： JICA事業実績
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図表 2 世銀手法に基づく貧困・最貧困率の推移（1992 年-2009 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.29 

 

 

図表 3 都市部・農村部における貧困・最貧困率の推移（2002 年-2011 年） 

 
（出所）CEPAL. http://interwd.cepal.org/perfil_ODM/perfil_Pais.asp?Pais=DOM&Id_idioma=1 のデータを

元に作成 

 

2002 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
農村・極貧 28.5 34.7 28.8 28.5 24.6 29.0 24.3 26.5 24.7 
都市・極貧 16.5 25.9 22.3 18.5 19.0 19.5 19.4 18.1 18.2 
農村・貧困 55.9 51.8 51.4 49.5 47.3 49.1 44.7 45.2 44.9 
都市・貧困 42.4 59.0 45.4 41.8 43.0 42.0 39.3 39.8 40.8 
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図表 4 国別ジニ係数 

 
（出所）Attali（2010）p.13 

 

 

 

図表 5 GDP 成長率の推移（2000 年-2009 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.139 
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図表 6 MDGs 進捗状況（2011 年） 

 

 

（出所）Attali（2010）p.17 
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図表 7 GDP セクター内訳（2009 年） 

 

（出所）Attali（2010）p.24 
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地図 1 ドミニカ共和国地図 

 
（出所）世界銀行 
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地図 2 県別 最貧困世帯率（2002 年） 

 
（出所）UNCTAD（2011）p.10 
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I. 貧困状況の概観 

ドミニカ共和国 9は、人口 940 万人（2012 年）、一人あたりのGNI5,240 米ドル（2011 年）10

の中所得国である。エスパニョーラ島の東部に位置する同国は、西部国境を挟んで、世界

最貧国の一国であるハイチと隣接している。国内最大の都市人口を抱える地域は、首都（96.5

万人）およびそれを囲むように位置するサント・ドミンゴ県（208 万人）であり、その他の

主要県には、サンチアゴ県（72.8 万人）、ラ・アルタ・グラシア県（21.2 万人）がある。 

ドミニカ共和国は、過去 20 年間に渡り年平均 5.8％の GDP 成長を堅持し、中南米・カリ

ブ諸国の中で最も好調な経済発展を遂げている国の 1 つである。近年においては、2003 年

と 2004 年に、国内の銀行セクター危機により経済成長がマイナス 0.3％-1.3％まで低下し

たが、世界的経済危機が起きた 2008 年及び 2009 年に関しては、同国の成長率は 3.5％を

下回ることはなく、地域諸国の平均を大きく上回っていた。 

こうした背景の中、ドミニカ共和国における貧困は深刻な状況にある。2011 年の全国の

最貧困率は 14％であるが、この比率は 20 年前とほぼ同じ水準にあり、最貧困率を半減する

というミレニアム目標を達成する見込みは非常に低い（貧困層・最貧困層の定義はⅢ.1 に

後述）。総人口の 36％に相当する農村人口の 45％は貧困層で、約 25％が最貧困状態にある。

都市部人口の貧困率は 41％、最貧困率は 18％である。2002 年から 2011 年にかけて、農村

部における貧困率は 11％ポイント減少したが、それ以外で大きな削減はみられず、都市部

の最貧困率においては 16.5％から 18.2％へ悪化している。また、5 歳未満の栄養失調に関

して、慢性的栄養失調率はミレニアム開発目標値を超える改善がされたが、重度の栄養失

調率は 1991 年から 2007 年にかけて 1.1％から 2.2％へ悪化した。 

同国における地域格差の背景としては、歴史的背景や権力集中がある。スペイン植民地

時代には、首都サント・ドミンゴからプエルト・プラタに続く南北の軸に沿って開発が進

められ、続くさとうきび産業の発展時には、東西の軸に沿って開発が進められた。現在は、

観光産業の発達に伴い、東部地域が恩恵を受けている。一方、ハイチと国境を接する西部

地域と南東部は貧困度の高い地域である。 

所得にみられる格差も顕著であり、高所得層 10％の総所得は、低所得層 40％の 23 倍に

相当する。こうした格差は、中南米・カリブ海地域で共通の特徴であるが、ドミニカ共和

国のように政経が安定した国において、これほどの格差が持続しているケースは珍しい 11。 

                                                   
9 ドミニカ共和国には、首都（首都地区）と 31 県 155 市がある。 
10 中央銀行データ 
11 Attail（2010）p.13 
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II. 貧困削減のための政策枠組み 

1. 貧困削減戦略及び目標の現状 

(1) 国家開発計画・戦略の概要 
ドミニカ共和国の国家開発のための長期的ビジョンは、国家開発戦略 2010‐2030

（Estrategia Nacional de Desarrollo 2010-2030：END 2030）に示されている。END2030

の策定にあたっては、国民の期待を踏まえて 20 年間の施策指針を定義すべく、2 年以上か

けて広く国内討議が行われた。 

END 2030 は、ドミニカ共和国が目指す国家像として、①民主的社会国家（Estado Social 

y Democratico de D erecho）、②機会と権利の平等な社会（Sociedad de Igualdad de 

Derechos y Oportunidades）、③統合性と競争力を持つ持続的な経済（Economia sostenible, 

integradora y competitiva）、④環境に考慮した社会（Sociedad de c onsumo y produccion 

sostenible que se adapta al cambio climatico）の 4 つの主軸を掲げている。END 2030 が定

める 2020 年および 2030 年までの目標のうち、貧困削減と関連性の高い指標および目標数

値は以下の通りである。 
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図表 8 国家開発計画 貧困関連目標数値 
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（出所）国家開発戦略 2010‐2030 から抜粋（pp.35-38） 

 

(2) これまでの公共投資および社会支援プログラムについて 
ドミニカ共和国における公共投資は、概して、支出額・質共に低く、ミレニアム開発目

標（MDGs）達成の進捗に有効的でないと評価されている。社会分野への公共投資は、1991

年-1995 年の間に対GDP比 4.4％であったのが、1996 年-1999 年には同比 5.0％に、2000

年-2007 年には同比 6.8％へと増加傾向を辿ったが、2000 年-2009 年の間の平均は、対GDP

比 7.0％以下であり、この水準は中南米・カリブ海地域諸国の平均のほぼ半分にあたる。特

に、教育分野への投資額は、類似した経済成長を経ている他国と比較して著しく低い水準

を保っている（図表 9）。さらに近年においては、国庫財政収入の 40％以上が公共債務返済

に充てられおり、公共投資全体および社会支出予算の配分において制約要因となりうる 12。 

1990 年代までの社会支援プログラムについては、長らくばらまき的なアプローチがとら

れたため, 支援対象者の絞り込みが弱く、また、プログラムの効果やインパクトを測るため

に必要なデータなど情報不足が問題とされていた。その対応策の一環として、2000 年以降、

政府は社会プログラムの合理化を進め、単一受益者選定制度を設置する一方、全面的な補

助金制度から、支援対象者を絞った条件付き現金給付プログラムへ転換した。以後、2 つの

                                                   
12 MEPyD（2010）p.18 
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条件付き現金給付プログラムが施行されており、2001 年に開始した就学支援プログラム

（Tarjeta de Asistencia Escolar）の受益者は、2003 年の時点で 10 万世帯、44.6 万人に達

した。2004 年に開始されて現在も施行中の、教育と保健条件付きの現金給付プログラム

Solidariedadプログラム（Programa Solidaridad）は、短期的な貧困緩和および長期的な人

間開発強化を行うことにより、世代を超えた貧困の継承を断絶する目的を掲げている。

Solidariedadプログラムの支援は、2008 年の時点で 46.1 万世帯、220 万人（そのうちの 46％

が貧困層人口）に達していると推測される。経済計画開発省（Ministerio de Economía, 

Planificación y Desarrollo：MEPyD）の別の報告書によれば、Solidariedadプログラムの受

益者の 94％は最貧困世帯であり、79％はその他の貧困状況にある世帯であるとされること

から、効果的なターゲティングが行われていると言える。受益世帯は、平均 1,140 ドミニ

カ・ペソ（DOP）13の受給に加えて、最低賃金の 22％に相当する重点的補助金 14の交付を

受け取れる。プログラム開始以来の支出は 171.3 億DOP（80％は現金給付、20％は補助金）

に上る。このような現金給付は、短期的に受益世帯の実質所得向上につながることが期待

されたが、MEPyDの推計によると、所得増加への貢献度は総じて低く、所得上昇率は

2004-2007 年の間に 0.1％、2007-2010 年の間に 0.3％程度であった 15。図表 10 は、現金

給付プログラムの施行前と後の、国レベルでのジニ係数の変化を示す。ドミニカ共和国に

おいては、格差がごくわずかに縮小している。 

Solidariedad プログラムは、プログラム効果を強化するために、単一受益者選定制度の受

益者選定の手法の見直しや、現金給付の条件付けとなっている保健・教育セクターとの連

携の強化、予算の 19％を消費しているプログラム施行管理費の引き下げなどを行う必要が

あるとされる。 

 

                                                   
13 1 ドミニカ・ペソ（DOP）＝2.047 円（2012 年 9 月 JICA レートより） 
14 食料購買用に規定された額、電気料金補助金を含むほか、補助金額は世帯で通学する子供の人数に応じ

て計算される。 
15 政府による Solidariedad プログラムのインパクト評価は、2010 年 8 月に開始が見込まれていたが、関

連資料は見つかっていない。 
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図表 9 国別 教育分野への対 GDP 比公共投資の推移（1980 年－2007 年） 

 
（出所）Attali（2010）p.13 

 

図表 10 国別 現金給付プログラムの効果（2008 年） 

 
（出所） CEPAL（2010）p.112 

 

(3) 現政権の取組み（2013 年-2016 年） 
2012 年 8 月に就任したメディーナ大統領の新政権のもと、END2030 の目標を踏まえた

所得格差が減少した

 

所得格差が増加した
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上での『多年度国家計画 2013 年-2016 年』が策定されている。同計画は、①民主的制度の

強化、②社会開発、③経済開発、④持続的開発の 4 つの戦略の具現化を通じて、より平等

な社会づくりと国家の持続的発展を目指している。 

2013 年の公共予算配分によると、メディーナ政権は、社会開発（公共投資の 57％）と経

済開発（同 38％）を優先としていることが分かる。社会開発予算においては、初等教育就

学から中等教育卒業までを普遍化することに最大の予算が配分され（71％）、他に、安全な

飲み水とトイレ設備への普遍的アクセスの保障（15.3％）、包括的医療・保健システムへの

アクセス保障（7％）、住環境整備（3％）などが含まれる。また、分野別プロジェクト予算

に関しては、教育（41％）、道路・交通（22％）、エネルギー（13％）、灌漑および上下水整

備（10.6％）が主な投資分野であり、前年度と比較して、教育、エネルギー、公共保健分野

への予算の比重を大きくしている。 

図表 11 分野別公共投資予算（百万 DOP） 

 

（出所）公共セクター多年度国家計画 2013‐2016 p.247 

 
以下、メディーナ政権が方針を打ち出した具体策のうち、貧困削減に関連性の高いもの

をセクターごとに示す。 

 農業（9,323 人の小・中規模農家が存在すると推定されている） 

1. 土地所有権の整備（農家の 74％が土地所有権を持っていない現状を踏まえて、

まず、15 万人支援を目標とする。） 

2. 農業開発特別基金（Fondo Especial para el Desarrollo Agropecuario：FEDA）を

通じた零細農業の支援（具体的には、エスメラルダ多目的サービス組合の輸出

用有機生姜の生産者の支援。） 

3. 基礎穀物生産を支援するプログラムの施行（投入財の無償配布など） 

4. 食料安全保障のためのマメの植え付け（サン・フアン・デ・ラ・マグアナ県） 

 

 社会支援 

1. 最貧困削減のプログラム（Quisqueya sin miseria）の施行と、参加型包括的地域

開発計画の策定と施行の支援（最貧困人口を 40 万人、貧困人口 150 万人削減を

目標とする） 
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2. 自然災害により被害を受けた農民を対象とした支援（ハリケーン・アイザック

やハリケーン・サンディの被害者、エンリキージョ湖周辺の村落） 

3. Solidariedad プログラムの食糧安全・栄養摂取のコンポーネント（Comer es 

Primero）への増額 

4. Solidariedad プログラムの支援対象者の拡大（1.4 万家族を追加） 

5. 脆弱な社会グループを支援対象とする政府の2大プログラムであるSolidariedad

プログラムと Progresando プログラムの統合（支援のターゲティングの改善と

インパクト強化を目指す） 

6. 女性に対する暴力・暴行の防止 

7. 児童労働の禁止（30.4 万人いると推定される 5 歳から 17 歳の労働者のうち 10

万人を救出し、4 年間で児童労働の廃止につなげる） 

 

 経済活性化 

1. 貧困層や女性を支援対象とする金融機関（Solidario 銀行や貧困者と女性のため

の銀行）を通した、マイクロクレジット制度の強化（7.5 万人の低所得者への貸

付を目標とする） 

2. 中小零細企業の活性化支援のための、関連支援機関への資金投入 

3. 観光セクターにおける中小企業の能力開発及び技術支援（1.5 万人の事業主を支

援対象とする） 

 

 教育 

1. 学校給食プログラム（Programa de Alimentacion Escolar：PAE）施行の地方分

権化（全国の 5,060 の教育施設で実施） 

2. 18 歳から 26 歳の若者の雇用獲得のための実務研修（特に、脆弱な状況にいる男

女を支援対象とする） 

 

 保健 

1. 幼児死亡率の削減のための妊婦・母親支援 

2. 厚生省の機能強化（医薬品の供給、検査機能ほか、公共医療のサービスの質の

向上をめざし、その一環でこれまで各関係者間の連携不足が非効率性を招いて

問題となっていた基本医薬品調達・供給プログラム（ Programa de 

Medicamentos Esenciales：PROMESE/CAL）を厚生省の管轄下に移した） 
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図表 12 教育分野のプログラムへの予算（2012 年-2016 年） 

 

（出所）公共セクター多年度国家計画 2013-2016 p.248 

 

 

図表 13 社会保障分野プログラムへの予算（2012-2016 年） 

 
（出所）公共セクター多年度国家計画 2013-2016 p.250 
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図表 14 保健分野プログラムへの予算（2012 年-2016 年） 

 

（出所）公共セクター多年度国家計画 2013-2016 p.249 
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図表 15 農業分野および経済活性化プログラムへの予算（2012-2016 年） 

 

（出所）公共セクター多年度国家計画 2013-2016 p.251 

 

図表 16 環境分野プログラムへの予算（2012-2016 年） 

 
（出所）公共セクター多年度国家計画 2013-2016 p.252 

 

 

2. 政府による指定貧困地域・集団 16 
ドミニカ共和国政府が、貧困緩和と社会保障の分野で施行している主要プログラムは

Solidariedad プログラムである。同プログラムは貧困・最貧困層を対象に、保健・医療への

アクセスと食料・栄養摂取の分野で支援することを目的としており、直接の受益は以下の

グループに届くことが期待されている。 

 15 歳-49 歳の妊婦 

                                                   
16 El Plan del Gobierno p.23. 
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 5 歳以下の男女児童 

 65 歳以上の高齢者 

 

メディーナ政権の下、Solidariedad プログラムは、新たに 4.5 万世帯を支援対象に含め、

一世帯当たりが受け取る食料購入のための補助金（Comer es Primero）は、これまでの月

額 700DOP から 825DOP に増額される見込みである。 

また、2001 年に承認された社会保障システム（実施開始は 2007 年から）では、医療保

健のほか、年金と労災が保証されており、賃金労働者、貧困層、個人労働者（ほとんどの

インフォーマルセクター就労者 17）の 3 グループが受益者として指定されている。このう

ち、賃金労働者と貧困層に対しては、医療保健も含めて対象層の 40％に適用されており、

適用率は 2004 年の 7％から大幅に改善された。高齢者を対象とした社会保障は、年金給付

を行う。 

地域別の政府の支援傾向に関しては、2013 年における一人当たりの公共投資額が多い県

は、インデペンデンンシア、ぺデルナレス、サン・ホセ・デ・オチョア、サマナ、アズア、

ペラビア、マリア・トリニダー・サンチェス、アト・マヨール、ダハボン、エルマーナス・

ミラバル、エル・セイボ、ラ・ロマーナ、エリアス・ピーニャであり、それ以前の公共支

出配分と比較すると貧困の深刻な地域への比重が大きくなっている（図表 17）。 

 

                                                   
17 インフォーマルセクターは、①被雇用者が 5 人以下の事業で働く賃金労働者、②個人労働者（cuenta 

propia）、③その他の職業についている労働者（農業、畜産業、運転手、手工芸者、商人や労働者）、④

家事労働者、⑤無賃金労働者を指す。ドミニカ共和国政府労働省による『労働市場用語集』より。 
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図表 17 県別 一人当たりへの投資額（2012 年：赤、2013 年：青） 

 
（出所）MEPyD (2012) p.11 
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III. 所得貧困による分析 

1. 貧困線とデータ 
ドミニカ共和国の貧困指標は、世界銀行（世銀）、国連開発計画（UNDP）、国連ラテンア

メリカ・カリブ海経済委員会（ECLAC）それぞれが発表するデータによりばらつきがみら

れる（図表 18）。これには、貧困度の計測に使う基礎食料バスケットや厚生（well-being）

水準の定義に関するずれや、データ元が複数あることなどに起因すると考えられる。例え

ば、世銀や米州開発銀行（IDB）のデータと、ECLACのデータを用いて貧困人口を比べる

と、2002 年には 170 万人、2004 年には 100 万人の差が出る。貧困の規模は関連政策の内

容や公共投資予算の配分を検討するにあたって重要な要素であるため、指標のデータおよ

び加工元に留意する必要がある 18。 

政府が採用している貧困線は、基礎食料バスケットニーズに基づいて設定され、国民一

人当たりの月間消費額が 3,247DOP 以下は貧困、1,438DOP 以下は最貧困層と定義される。

貧困・最貧困線はそれぞれ、都市部（貧困：3,344DOP、最貧困：1,458DOP）と農村部（貧

困：3,048DOP、最貧困：1,397DOP）の地域条件に合わせて設定される。また、それぞれ

の定義には、合計消費のうちに占める食費の割合（エンゲル係数）の数値が示されている

（図表 19）。 

 

図表 18 所得貧困推定値 

 
（出所）ONE（2012）p.12 

                                                   
18 ONE（2012）p.11 
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図表 19 貧困・最貧困線（一人当たり月間消費額） 

 
（出所） ONE（2012）p.100 
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2. 貧困状況（貧困率、貧困ギャップ率、ジニ分析）19 
2009 年のドミニカ共和国の貧困率は 23.6％、最貧困率は 10.4％、ジニ係数は 0.50 であ

る。 

地域別でみると、都市部の貧困率が 19.6％であるのに対し、農村部は 47.2％と非常に高

い。貧困率が最も高い県は、エリアス・ピナ（69.7％）とバオルコ（63.0％）である。貧困

率が低いのは首都（16.8％）とサント・ドミンゴ県（25.3％）であるが、この二カ所は人口

が最も集中している地帯であることから、総貧困人口は多い。 

2000 年から 2009 年の貧困率と最貧困率の推移をみると、共に最悪の状況であった 2004

年以降、減少の傾向にあるが、経済悪化以前の水準にまでの改善には至らない。また、2009

年の総貧困（最貧困を含む）ギャップは 11.4％で、最貧困ギャップは 2.9％である。基本的

に貧困・最貧困ギャップは、貧困・最貧困率の変移と連動している。上述の貧困率と同様

に、貧困ギャップ指標に関しても、2000 年のレベルまでの改善には至っていない（図表 21）。 

ドミニカ共和国の貧困に関して突出している点は、2009 年の貧困率がその 17 年前にさ

かのぼる 1992 年と同じ水準にあることである。つまり、同国の長年にわたる好調な GDP

成長は、貧困の削減にあまり寄与していない。この傾向を覆すためには、国内における経

済・社会格差の構造的問題に取り組む必要があることを示唆している。 

 

図表 20 貧困率・最貧困率（国家定義による）の変移（2000 年-2009 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.29 のデータを元に作成 

 

                                                   
19 このセクションは、ドミニカ政府発行の資料の最新データに基づいてまとめており、貧困指標は ECLAC

のデータと不一致していることに留意が必要である。 
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図表 21 貧困・最貧困ギャップの推移（2000 年-2009 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.31 
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IV. 所得以外による分析 

1. 人間開発指数のトレンド、地域・国際比較 20 
2011 年のドミニカ共和国の人間開発指数は 0.689（187 か国中 98 位）である。この指数

は中人間開発国グループの平均（0.630）を上回っているものの、中南米・カリブ海地域諸

国の平均（0.731）を下回っている。同地域において、ドミニカ共和国と HDI ランクと人口

規模の観点から類似している国には、ジャマイカ（79 位）とエルサルバドル（105 位）が

ある。 

HDI を構成する各要素の 1980 年から 2011 年までの変化を見ると、寿命が 10.5 年延び、

平均就学年数が 3.3 年、期待される就学年数が 1.0 年それぞれ伸び、一人当たり GNI（2005

年の PPP を基準）は、127.0％増加している。とりわけ、寿命と教育の面での伸びが HDI

全体の向上に貢献した（図表 23）。 

また、ドミニカ共和国の不平等調整済み人間開発指数（Inequality Adjusted HDI：IHDI）21

は 0.510 であり、不平等による人間開発の損失は 25.9％に達する。この損失は、中南米・

カリブ海地域平均（26.1％）や、エルサルバドル（26.6％）より小さいが、中人間開発国平

均（23.7％）、およびジャマイカ（16.2％）と比べて格段に大きい。 

 

図表 22 人間開発指数の推移（1980 年－2011 年） 

 
（出所） http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/DOM.html を元に作成 

 

                                                   
20 このセクションの主な資料元は UNDP 2011. Explanatory note on 2011 HDR composite indices 

Dominican Republic である。 
21 IHDI は、健康、教育、所得の各分野における不平等の度合いを考慮した上で、人間開発の達成度の平均

を数値化した指標である。つまり、不平等が大きいほど HDI は下がり、HDI の低い国々では、不平等が

大きくなる傾向がみられる。 
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図表 23 HDI 構成要素の指数の推移（1980 年－2011 年） 

 
（出所）UNDP（2011）p.2 

 

 

図表 24 ドミニカ共和国および類似国の HDI 関連指標の比較（2011 年） 

 

（出所）UNDP（2011）p.3 
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2. MDGs 達成状況 

2011 年の時点でドミニカ共和国における MDGs 達成状況は、図表 25 に示される通り。

これによると、幼児死亡率の削減、5 歳未満の児童の死亡率の削減、最低限のカロリー摂取

率の向上に関して、目標達成に非常に近い他、高等教育進学率におけるジェンダーバラン

ス以外の指標は全て順調に進捗している。しかし、国別のレポートでは、決して順調では

ない進捗度と目標達成見込みを報告している。以下、国別レポートに基づいて MDGs の各

目標の達成状況について概要を説明する。 

 

図表 25 ミレニアム目標達成状況 
（目標値、ラ米・カ地域およびドミニカ共和国の進捗状況） 

 
（出所）CEPAL. http://interwd.cepal.org/perfil_ODM/perfil_Pais.asp?Pais=DOM&Id_idioma=1 

 

MDG 1：最貧困と飢餓の撲滅 
ドミニカ共和国の最貧困率は、1992年に10.7％であり、2015年の目標値は5.4％であるが、

2009年における最貧困率は10.4％であり、2015年までの目標達成の見込みは低い。ドミニ

カ政府は、END2030の中で目標達成は2020年頃になると言及している。 

また、飢餓人口を半減する目標（目標1－c）については、5歳未満の幼児の栄養失調改善
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目標を2007年の時点で達成済みである。慢性的栄養失調率は目標値である5.2％を下回る

3.1％にとどまっている。一方で、一日あたりのカロリー摂取については、目標値が13.5％

であるのに対して、1991年から2005年にかけての進捗は27％から21％への小幅な改善であ

り、2015年の値は17.2％と推測されることから目標達成には至らない。 

 

図表 26 最貧困率の推移（1992 年-2009 年）および推測（2015 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.30 
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図表 27 5 歳未満の児童の総合栄養失調率の推移（1992 年-2009 年）および推測   

（2015 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.37 

 

MDG 2：普遍的初等教育の達成 
初等教育の就学率は 90.3％（2008 年）22、15 歳から 24 歳の人口の識字率は 96.9％（2009

年）に達しており、目標である 100％の達成が見込まれている。一方で、初等教育の最終学

年までの進学率は、1990 年に 23.2％であったのが、2009 年には 75.8％まで改善している

ものの、2015 年の達成度は 86％と推測されており、目標値の 100％まで到達する見込みは

低い（図表 29）。目標達成を阻害している要因としては、教育分野への低い公共投資（対

GDP比の 2.5％）、および公共教育施設（特に農村部において）と教員数の不足が挙げられ

ているが、政府は 2020 年に向けて同分野への投資額を対GDP比 5％まで上げることを検討

している 23。 

 

                                                   
22 ドミニカ共和国の教育法では、初等教育を 6 歳から 13 歳の学生としており、これは国際指標の 6 歳-11
歳と異なる。学生のうち 6 歳で入学するのが 41％、早期入学（4 歳―5 歳）が 38％、残りの 21％は遅

れての入学である。 
23 MDGs 国別報告書でこのように言及されているが、本文 II の 1.で述べた通り、実際に現政権は教育分野

の公共投資を重点的に増加する方針を打ち出している。 
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図表 28 初等教育就学率（1997 年-2009 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.46 

 

図表 29 初等教育修了率の推移（1990 年-2008 年）および推測（2014 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.47 

 

MDG 3：ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上 
教育分野におけるジェンダーの平等は、男女の比率が 2001 年の時点で同率を達成してい

る。2009 年には一般的にみられるジェンダー不平等の傾向とは逆に、男子生徒の比率が下
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がっていることが懸念される。中等及び高等教育における男女比率においても、それぞれ

1.23（2008 年）および 1.6（2009 年）と、女生徒の比率が男子生徒を上回っている。 

農業セクター以外での女性の雇用比率と女性議員比率に関しては、双方とも目標値が

50％であるのに対し、それぞれ 39.2％（2009 年）、20.8％（2010 年）と大幅に進捗が遅

れている。過去 10 年間での変化が、雇用比率が 4.2％ポイント、議員比率が 9.1％ポイント

の上昇であったことから、2015 年までに目標を達成できる見込みはほぼないと言える。 

 

図表 30 非農業セクターにおける女性労働者参加率（1990 年-2009 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.57 

 



 

27 
 

図表 31 国会議員、上院、下院における女性議員率の推移（1990 年-2010 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.58 

MDG 4：乳幼児死亡率の削減  
5 歳未満の児童の死亡率は、1,000 人あたり 36 事例（2007 年）である。現状を維持する

と 2015 年の値は 24.2 事例になると推測されており、目標値である 21.7 事例に達する見込

みは低い 24。また、同指標の進捗に関しては、1990 年から 2007 年までの間にドミニカ共

和国の死亡率は 39.5％減少したのに対し、中南米・カリブ海地域では平均 56％減少してい

ることから、この分野における同国の進捗が非常に遅れていると言える。 

5 歳未満の児童の死亡率の算出に大きく影響する乳幼児死亡率については、2015 年の目

標が 1,000 人あたり 14.3 事例であるのに対し、2007 年の事例数はその 2 倍以上に当たる

32.0 件である。目標値には届かないものの、改善方向に向かっている背景には、1-2 歳児が

95％以上の高い割合で麻疹の予防接種を受けていることが寄与しているとされるが、生後

12-13 ヵ月の幼児のうち、全てのワクチンを接種しているのは全体の約 35％であり、18-29

カ月の幼児の間では 53％に留まっていることが、改善を停滞させる要因となっている。 

 

                                                   
24 目標達成の見込みについては、報告書ごとに異なる見解が示されている。2004 年に発表された MDG 国

別進捗報告書では、当時の改善のスピードを元に 2015 年の目標達成は可能であるとされた。一方、

COPDES（2008 年）と世銀（2009 年）の報告書では、それぞれ「可能性は低い（poco probable）」、「達

成不可能」と記されている。 
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図表 32 5 歳未満の児童の死亡率の推移（1988 年-2007 年）および 2015 年推測値 

 
（出所）MEPyD（2010）p.65 

 

図表 33 幼児死亡率の推移（1988 年-2007 年）および 2015 年推測値 

 

（出所）MEPyD（2010）p.67 
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図表 34 生後 12－23 カ月児の麻疹ワクチン接種率（1991 年-2008 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.68 

 

MDG 5：妊産婦の健康の改善 
図表 35 は 1991 年から 2007 年の妊産婦死亡率の推移を表しており、2015 年までの目標

達成は難しい状況にあることを示す。新生児 10 万人に対する妊婦死亡率は、187.6 件から

159.0 件まで減少したものの、2015 年の値は 141.0 件になると予測されており、目標値で

ある 46.9 事例の 3 倍に相当する。妊婦の 94.5％以上が出産前検診を 4 回以上受けており、

また出産の 97.3％に医療の専門家が付き添っているにもかかわらず、妊産婦死亡率が高い

ことは、医療・保健サービスの質に問題があることを示唆している。 

家族計画に関連する指標についても、目標が達成される可能性は低い。避妊率は 1991 年

に 56.4％であったのが、2007 年には 72.9％まで上昇し、これは中南米・カリブ海地域平均

と同様の水準である一方、ドミニカ共和国の 10 代の妊娠・出産率 25は、地域平均や世界平

均より高く、同率の減少は遅延している。 

 

                                                   
25 15 歳以下の妊婦の出産時の死亡率は、20-30 代妊婦の 5 倍に上ることや、18 歳以下の母親を持つ 1 歳

以下の新生児の死亡率は、他の母親を持つ新生児死亡率を 60％上回ることからも、10 代の妊娠は重要な

要素である。 
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図表 35 妊婦死亡率推移（1991 年-2007 年、2015 年推測値） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.76 

 

図表 36 出産時の専門家の付添状況（1991 年-2007 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.77 
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図表 37 10 代の出産率（1990 年-2005 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.79 

 

図表 38 15 歳―19 歳女性の母親・妊婦率（1990 年-2005 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.79 

 

MDG 6：HVI/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止 
15 歳から 24 歳人口のHIV/エイズ感染率は 0.6％から 0.3％に減少しており、目標達成が
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見込まれる。高リスクグループ 26の感染予防率は、男女とも 15 歳から 49 歳までの年齢層

全てにおいて前進が見られ、グループ全体の予防率は 2002 年から 2007 年の間に 35.2％か

ら 62.3％まで上昇している。15 歳から 24 歳の人口グループで、感染と疾病についての正

しい知識を持っているのは 38.5％と低い水準に留まっている。一方、HIV/エイズ患者の治

療へのアクセスは、2006 年に 23％であったのが 2009 年までに 71％へと飛躍的に伸びてい

る。ただし、2015 年までに目標値である 100％に達する見込みは低く、また、妊婦感染者

に関しては、その半数しか母子間感染防止のための治療を受けていない状況にあることが

懸念される。 

その他の疾患については、目標を達成できる見込みは低い。マラリア感染は、2000 年代

前半に減少したものの、以後、人口 10 万人に対しての発症は 16.8 事例の高い水準を維持

している。肺炎の疾患率は、過去 10 年に渡って改善が見られないものの、死亡率は 10 万

人あたり 1.2 事例と、過去 20 年間で 6 分の 1 まで減少した。デング熱に関しては、疾患率、

死亡率共に明らかな上昇傾向にあり、1994 年/1997 年から 2009 年までに、それぞれ 5 倍

強と 2 倍ほど増加している。 

 

図表 39 人口 10 万人毎のマラリア発生事例数の推移（1990 年-2009 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.94 

 

                                                   
26 UNDP は HIV/エイズ感染に関する MDGs 指標において、非特定のパートナー間での性交渉を「高リス

ク」として定義し、感染防止に向けてのモニタリングを行っている。2010 年の MEPyD の報告書には、

リスク度を特定しない全般レベルでの感染予防率は示されていない。 
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図表 40 人口 10 万人毎のマラリア死亡件数の推移（1994 年-2008 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.95 

 

 

図表 41 人口 10 万人毎のデング熱、マラリア、肺炎疾患件数の推移 
（1994 年-2009 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.99 

 

 

MDG 7：環境の持続可能性の確保 
ドミニカ共和国の国土における森林面積の占有率は、1990 年に 28.4％であったが、2003

年に 32.6％へ上昇しており、目標（35％）は達成される見込みである。GDP1 ドル当たり
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の二酸化炭素の排出量は、1990 年（0.39 キログラム）から 2006 年（0.36 キログラム）ま

で非常に限られた減少に留まっている。生物の多様性に関する指標はすでに目標を達成し

ている。総数 120 の保護区が擁する保護面積は、国土の 11,889 平方キロメートル、海域保

護区は 45,506 平方キロメートルに及ぶ。環境保護を推進する法が強化されたことにより保

護地区が拡張されたが、管理の点では課題が残っている。2004 年の MDGs 進捗調査では、

70 の保護地区のうち 35 カ所は保護管理がされていたが、残りの箇所は人材不足により、適

切なパトロールや管理が行われていなかった。保護指定される領域は、1998 年から 2009

年にかけて、国土の 16.2％から 24.4％まで拡大しているが、管理不足の課題を踏まえて、

END2030 では、2030 年まで保護地域をさらに拡大する予定は含まれていない。 

 

図表 42 1 人当たりの二酸化炭素排出量の推移（1990 年-2007 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.107 
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図表 43 1 人当たりの二酸化炭素排出量の推移（1990 年-2007 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.113 

 

MDG 8：開発のためのグローバル・パートナーシップの推進  
通信関係の指標に関しては、電話やインターネットなどのコミュニケーション媒体への

アクセスは、大きく改善され、中南米・カリブ海地域の平均に達している。しかし、地域

や社会グループによる差は依然として大きく、改善の余地がある。 

 

  



 

36 
 

3. 食料安全保障、脆弱性分析 
FAOによると、ドミニカ共和国は国内食料需要の 80％を国内生産で満たしている。灌漑

農業面積は、1991 年から 2009 年の間に 18.4 万ヘクタールから 25.8 万ヘクタールへ拡大

しており、農作物の栽培の増加と安定した供給に寄与すると思われる 27。ただし、一人あ

たりの消費におけるエンゲル係数は、都市部で 28.1％、農村部で 40.2％に及び、特に貧困

率の高い農村部において食糧の安定した供給の有無と値段の変化は住民の生計に大きく影

響を及ぼす（図表 45）。 

一日の食料によるエネルギー摂取が最低水準（FAO が定める一人当たり一日 1,900 キロ

カロリー）に満たない国民の割合は、1991 年に 27％であったのが、2005 年には 21％に減

少しているが、この水準は中南米・カリブ海地域平均の 2.6 倍にあたる。政府は、栄養失調

率が 2015 年までに 17.2％まで下がると予想しているが、それでも MDGs の目標値である

13.5％には達しない見込みである。 

 

図表 44 最低限カロリー摂取の欠乏率の推移（1991 年-2005 年、2015 年推測値） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.38 

 

                                                   
27 MEPyD（2010）p.110. 
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図表 45 都市部・農村部のエンゲル係数（2007 年） 

 

（出所） ONE（2012）p.87 
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V. 社会的属性、特性と貧困関連分析 

1. 社会的排除グループと貧困指標の関わり 

(1) ジェンダーと貧困 
ドミニカ共和国の貧困人口は、男性に比べ女性の比率が 1.3-1.5 倍ほど高く、貧困・最貧

困男性 100 人に対する女性の割合はそれぞれ 131 人、153 人である（2011 年）。図表 46

が示すように、貧困人数におけるジェンダーギャップは、2002 年から 2011 年にかけて悪

化の傾向を辿っている。また、農村地域においては最低所得層の世帯主の 26％は女性であ

る 28。 

女性の貧困率が高い背景には、雇用率、就業セクター、賃金差など、雇用に関する分野

での男女差が大きく関係している。2009 年の女性の雇用率は 29％であり、男性の雇用率

（63％）の半分以下であった。女性の雇用率は、1990 年代の状況と比較してわずかながら

上昇しているが、常に全体の平均を大きく下回った水準にある。失業率に関しては、過去

20 年間の全労働者の平均失業率は 16.4％であるのに対し、女性労働者の失業率は平均 28％

と、男性労働者平均（10％）の 3 倍近くに上る。また、2008 年の女性経済活動人口の完全

失業率は 6.0％であり、男性の 2 倍であるが、不完全失業率では、男性が 8.5％であるのに

対し、女性は 22.8％と差が著しく拡大する。女性の不完全失業率が高いことは、女性の就

業者の多くが（81.6％）がインフォーマルセクターで活動していることと一致している（図

表 48）。ドミニカ共和国の女性は、15 歳から 24 歳の識字率や就学率など、雇用（アクセ

ス・質）に影響を与えるとされる人間開発指標において男性のパフォーマンスを上回って

いるが、賃金についても重要なジェンダーギャップがみられる（図表 50）。男女の賃金差

は特に教育レベルの低い労働者の間で大きく、女性の賃金は男性の 6 割ほどであり、高校

や大学以上の教育レベルにおいても 2-3 割低い。 

 

                                                   
28 Del Rosario et al.p.6 
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図表 46 貧困男女比率の推移（貧困男性 100 人に対する貧困女性の人数） 
（2002 年-2011 年） 

 
（出所）CEPAL. http://interwd.cepal.org/perfil_ODM/perfil_Pais.asp?Pais=DOM&Id_idioma=1 のデータを

元に作成。 

 

図表 47 男女別 雇用率（1991 年-2009 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.33 

 

 

129.4 127.4 

137.7 
134.5 

140.8 139.5 141.2 
144.3 

153.7 

117.3 117.8 
123.5 122.7 125 125.2 124.8 125.9 

131.6 

100 

110 

120 

130 

140 

150 

160 

2002 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

極貧 

貧困 

http://interwd.cepal.org/perfil_ODM/perfil_Pais.asp?Pais=DOM&Id_idioma=1


 

40 
 

図表 48 男女別 就業セクター（2008 年） 

 
（出所）Díaz Solano（2011） 

 

図表 49 男女別 完全失業率（左）と不完全失業率（右）（2008 年） 

 

 

（出所）Díaz Solano（2011） 
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図表 50 男女別 賃金月収レベル（2008 年） 

 

（出所）Díaz Solano（2011） 

 

図表 51 就学年別 男女賃金比（男性：100）（2011 年） 

 

（出所）CEPAL. http://interwd.cepal.org/perfil_ODM/perfil_Pais.asp?Pais=DOM&Id_idioma=1 のデータを

元に作成。 
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図表 52 15 歳-24 歳人口男女別 識字率の推移（2000 年-2009 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.48  

図表 53 男女別 年齢層ごとの非識字率（2005 年） 

 
（出所）Díaz Solano（2011） 
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図表 54 都市部・農村部 学歴別男女比（2006 年） 

 

（出所）Díaz Solano（2011） 

 

(2) 乳幼児と貧困 
乳幼児は、貧困状況下において最も脆弱なグループに含まれる。同国の 5 歳未満の児童

の 40％は貧困状況にあり 29、栄養失調率は（3.1％）は中南米・カリブ海地域平均（6％）

と比べて比較的良好な状況にあると言えるが、重度の栄養失調率は 1991 年から 2007 年に

かけて 1.1％から 2.2％へと悪化した（図表 55）。都市部と農村部の慢性的栄養失調率は、

2007 年にそれぞれ 2.9％と 3.5％であり、1996 年に 4.6％ポイントあった地域格差は 0.6％

ポイントまで縮小している。 

幼児死亡率と関連性が高い要素に母親の教育レベルがある。教育レベルが高い母親の下

では子供のワクチン接種率も高く、死亡率は低い傾向にある。高等レベル教育を受けてい

る母親の子供の死亡率は 1,000 人につき 17 事例であり、これは初等教育修了レベルの母親

の 3 分の 1 まで下がる 30。 

 

                                                   
29 Del Rosario et al. p.6 
30 MEPyD. 2010. p.69 
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図表 55 5 歳未満の乳幼児の栄養失調率の推移（1991 年-2007 年） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.36 
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VI. 貧困に影響を与えている国内外の要因 

1. 雇用状況 
ドミニカ共和国の経済は、総じて雇用創出力が低く、経済成長期においても失業率は高

水準を保ったが、著しく高い失業率を記録した 1991 年から 1993 年（20％）と 2003 年か

ら 2005 年（18％）には、貧困率が連動して増加した 31ことから、雇用と貧困には関連性が

あるといえる。失業は 15 歳-24 歳の若者人口の間で最も深刻であり 32、その次に高いのは

女性労働者である。 

社会保障を利用している労働人口の 30％にあたるフォーマル雇用のうち 33、2009 年の主

な就労先は、民間（38.8％）、公務員（12.5％）、自営業（4.8％）となっている。一方、自

営業（個人労働者）の割合は、1991 年には 38.6％であったのが、2009 年には 44％に増加

しており、その 97％がインフォーマルセクター経済に属する。また、賃金労働者の 56％の

雇用形態はインフォーマルであり、2008 年に都市部における雇用の 50.1％（経済活動人口

のうち男性 51.9％、女性 47.1％）がそれにあたる 34。インフォーマルセクターの主要セク

ターは、建設（84％）、農業（78％）、ホテル・レストラン（69％）、そのほかの商業（66％）

である 35。農村地域においては、約 4.6 万世帯が、自宅の一部を使って行うようなインフォ

ーマルビジネス（商店）を主要収入源としており、そのうち 56％は女性によるビジネスで

ある 36。 

全労働者の 21.5％は貧困状況にあり、4.4％は最貧困層に属する（図表 58）。賃金労働に

関しては、フォーマルセクターでの就業が限られていることから、雇用の多くは不安定で

あり、かつ社会保障へのアクセスも限られている。また図表 57 が示すように、実質賃金は

1991 年以降上昇しておらず、賃金雇用を得るだけでは貧困からの脱却には不十分であるこ

とがうかがえる。 

 

                                                   
31 MEPyD（2010）p.33 
32 また、職業研修や就職支援不足などにより、20 歳―30 歳の労働人口の 16.6％が失業しており、労働者

全体平均である失業率（10％）を大きく超えている。 
33 Attali（2010）p.19 
34 CEPAL（2011） 
35 Attali（2010）p.19 
36 Del Rosario et al. p.7 
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図表 56 セクター別 フォーマル・インフォーマル雇用比率 

 

（出所）Attali（2011）p.19  

 

図表 57 実質賃金の推移（1991 年-2009 年） 

 

（出所）Attali.（2011）p.19  
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図表 58 雇用者の貧困・最貧困率（2000 年-2009 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.35 

 

2. 海外送金 
1990 年以降、ドミニカ共和国人の移民 37の増加に伴って、海外からの送金の流入が活発

化した。送金総額は 1995 年には 8 億米ドル（対GDP比 5.0％）、2008 年には 31 億米ドル

（同比 8.3％）に及んでいる。海外送金の伸び率は 2007 年以降鈍化しているものの、総世

帯のおよそ 17％が送金を受け取り 38、重要な世帯収入源としている。海外送金の平均月額

は 100 米ドル（一般的世帯収入の 16％に相当）であり、日常の消費（60％）、教育（17％）、

ほか貯蓄、住居、商業投資に充てられている 39。 

 

3. 公的債務・税収レベル 
ドミニカ共和国の公的債務の総額は増加傾向にあり、公共財政を圧迫している。2008 年

以降 2 カ国間協定や国際機関による貸し付けおよび民間債権者からの借入額は上昇し、公

的債務の対 GDP 比は 30％近くに及んでいる。世銀は、政府が貧困削減につながる政策を

実施するために必要な予算調達の一環として、対 GDP 比税収率 24％を目安にしているが、

ドミニカ共和国の比率は、経済の好調不調に係らず長年に渡って中南米諸国のうちでも低

い 13％-15％の水準にとどまっている（図表 60）。 

 

                                                   
37 ドミニカ共和国人の移民の海外での就労状況については把握していない。 
38 De Rosaril et al.によると、送金を受取るのは、全世帯の 25％にあたる。農村地域では、送金を受け取る

人口 6％のうち 54％は貧困層である。 
39 OECD（2009）p.236 
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図表 59 対 GDP 税収率 

 

（出所）Attaili（ 2010）p. 37 

 

図表 60 対 GDP 比 国内・外債務の状況（2007 年-2011 年） 

 

（出所）ONE（2012a）p.318 

 

4. ハイチ移民 
ハイチとドミニカ共和国は 380kmに及んで国境を接している。ハイチ側には 69.8 万人の

人口を抱える 16 市町村が隣接し、ドミニカ共和国側の国境沿い 5 県には、人口 30.9 万人

が居住している。ドミニカ共和国におけるハイチ移民の歴史は 100 年近くの歴史があるこ

とからも、移民とその子孫は国内全域に分布しているとされるが、近年においてもハイチ

の深刻な貧困や大地震による被害の影響により、ハイチ人が比較的裕福な隣国であるドミ

ニカ共和国へ出稼ぎ・移民する動きが継続している。ドミニカ共和国の国家移民局のデー
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タによると、2000 年におけるハイチ人の合法的移民の数は 10 万人ほどである 40。しかし、

別の調査によると、ハイチ移民およびその子孫の人口は、20 万人から 200 万人いるとも推

測され 41、データの幅が非常に大きい。 

ドミニカ共和国におけるハイチ移民の多くは、男女ともに教育レベルと識字率が非常に

低く、ハイチ基準からみて低・中所得層の出身者が多い 42。男性の多くは農業、建設の単

純労働に従事している一方、女性は商業や家政婦の仕事に就いている。男性移民は世帯主

が多いほか（58.7％）、親族についてきた移民（17.7％）が次いで多い。一方、女性移民は

5 人に 1 人が世帯主であるが、全体の半数近くは配偶者として移動してきたパターンである

（図表 63）。15 歳から 64 歳の就労人口層においては、女性の数が男性を大きく上回ってお

り、中でも 20 代の女性が突出して多い。多くの移民が身分証明書を携帯しておらず 43、社

会保障支援の対象外となるため、ドミニカ共和国の社会において脆弱なグループを形成し

ているといえる。 

こうした背景の下、ハイチ移民がドミニカ共和国の貧困に影響しうる分野は、大きく分

けて保健と労働の 2 つの分野である。保健分野に関しては、ハイチ移民の間のHIV/エイズ

感染率の高さが懸念材料として挙げられる。ハイチ人労働者および家族が暮らす、Bateyes44

におけるHIV感染率は非常に高く、ドミニカ共和国における農村部の感染率の 3 倍以上、都

市部の 5 倍近くに上る（図表 66）。感染者は、小学校以下の教育レベルの男女で高いほか、

男性に関しては中等以上の教育を受けているグループの感染率も小学校低学年と同様の高

さである（図表 67）。労働分野においては、ハイチ人の単純労働者の賃金が比較的低いこと

によるドミニカ共和国人労働者への影響が懸念される。ハイチ人労働者は低賃金で雇われ

ることが慣習化されており、ドミニカ共和国人の労働者は就労の機会を失うリスクに加え

て、賃金水準があがりにくい状況に置かれている。 

 

                                                   
40 公的データによると、年間 2－3 万人のハイチ人不法移民が強制帰国されている。 
41 Ghasmann（2002） 、Wooding（2004） 
42 図表 64 は、米国とドミニカ共和国からの送金を受けるハイチ人の所得層分布を示す。米国からの送金

については、所得が高くなるほど受け取る率が高い。一方、ドミニカ共和国からの送金は、最高所得層

を除いた所得層で同様に多い。これは、ドミニカ共和国へ出稼ぎ移民として来ているハイチ人は、ハイ

チにおける比較的低・中所得層が多いことを示唆する。 
43 国際移民機関（IMO）が行った調査によると、ハイチ移民の 94％が法的書類を所持しておらず、こうし

た状況にある移民の 61.5％には同国内に子供がいる。子供の数は多く、移民家族の 66.8％には 1－3 人

の子供、22.4％には 4 人、8.8％には 7 人以上の子供がいる。 
44 Bateya はサトウキビ精製工場の敷地内を指し、労働者やその家族の多くが敷地内に暮らしている。 
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図表 61 ドミニカ共和国におけるハイチ移民の男女別年齢層分布（2002 年） 

 

（出所）Canales et al. （2010）p.32 

 

図表 62 ドミニカ共和国におけるハイチ移民の男女別学歴（2002 年） 

 
（出所）Canales et al.（2010）p.33  
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図表 63 ドミニカ共和国におけるハイチ移民の男女別 世帯における位置づけ    
（2002 年） 

 

（出所）Canales et al. （2010）p.35 

 

図表 64 ハイチ 所得層別 米国およびドミニカ共和国からの送金受取状況 

 

（出所）WB（2012）p.20 
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図表 65 ドミニカ共和国におけるハイチ移民 男女就労状況（2002 年） 

 

（出所）Canales et al.（2010）p.37 

 

図表 66 ドミニカ共和国 地域別 HIV 発症率（2007 年） 

 
（出所）Canales et al.（2010）p.42 
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図表 67 サトウキビ産業地帯における HIV 発症率（2007 年） 

 
（出所）Canales et al.（2010）p.42 

 

図表 68 ハイチ人移民の就労セクター（2004 年） 

 

（出所）Canales et al.（2010）p.17 
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VII. 重点支援分野と貧困の関わり 

1. 保健 
中央政府は、保健関連の MDG4（乳児死亡率の引き下げと妊産婦の健康状態改善）およ

び MDG5（HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止）の 2015 年までの達成が難航

している状況を踏まえて、END2030 の戦略軸 2（社会開発）の中で、病院経営管理の向上

への取り組みを掲げている。さらに、ドミニカ共和国では、98％以上の妊産婦が病院で出

産するにもかかわらず、所得が類似する他国と比較して死亡率が高く上昇傾向が続いてい

ることから、医療サービスの質の改善が必須であるとされる。 

現在、全国の医療施設（保健所 500、市・県・地域の病院 500、国立病院 14）では 1 万

人の医者と 1.2 万人の看護師が働いている 45。国民は比較的簡単に（15 分圏内）保健施設

へアクセスできるよう整備されている。一方で、保健・衛生分野への国家予算はGDPの 2％

相当と、中南米・カリブ海地域において最も低い水準にある。低予算による弊害は、人材

確保や施設の経営維持費の不足となって、低質な医療サービスにつながっている。多くの

施設においては、保健施設としての必需品や機材の不足とメインテナンス不足が問題とな

っているほか、UNICEFが 2010 年に 11 の病院で行った調査によると、タンクの水が汚染さ

れている例など衛生管理面においての不徹底も報告されている。 

公共サービス提供側が抱える問題としては、職員の給料が安いことから、人材が私立の

施設への流出しがちであることがある。公共サービスの不足により、医療費の自己負担は

増加傾向にあり、ドミニカ共和国の国民はコスタリカ（23％）やチリ（22％）国民と比べ

て 2 倍近くの 42％を自己負担している 46。国の保健制度は、保健総合法（Ley General de 

Salud:LGS）によって規定され、ドミニカ共和国社会保障制度法（La Ley Sistema 

Dominicano de Seguridad Social（SDSS）が財源や執行責任所在を定めているが、これま

で、予算確保や各施設の医薬品購入に関しては、エイズに関する大統領諮問委員会（Consejo 

Presidencial del SIDA：COPRESIDA）や保健セクター改革のための執行委員会（Comisión 

Ejecutiva para la Reforma del Sector Salud：CERSS）を筆頭にそれぞれの関連機関が独立

的に活動を展開しており 47、関係者間でのコーディネーション不足が問題となっていた。

メディーナ政権は、この問題の対応策として、厚生省が統括機関として医薬品の調達方法

を含めて管轄することによって、効率的な公共投資の強化を図っている。政府による公共

投資以外の重要なイニシアティブとして、2009 年 10 月より世界HIV/エイズ、肺炎、マラ

リア基金の支援の下、2007 年にマラリア疾患の 80％が集中していた 8 州 14 市町村でマラ

リア感染とコントロールのプログラムの施行が開始された。 

 

 

                                                   
45 Attail（2010）p.63 
46 Attail（2010）p.15 
47 各保健・医療機関は、政府予算の他に極児で寄付や貸付を取り付けて財源を確保していた。 
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図表 69 国際比較 住民 10 万人における肺炎疾患率（左）と疾患診断率（右） 

 

（出所）Attail（2010）p.15 

 

図表 70 母子健康関連の指標（2002 年、2007 年） 

 
（出所）Canales（2010）p.39 

 

2. 観光産業 
2005 年から 2010 年にかけてドミニカ共和国のGDPは 2 倍近くに成長したが、これには

観光業とアウトソーシング・サービス業が大きく貢献している。両セクターにおける活発

な外国投資 48は、ドミニカ共和国の経済成長の重要な源となっている。2011 年の観光セク

                                                   
48 外国投資は観光産業における投資の 80％を占め、関連するアウトソーシング・サービス業においても

2006 年以降急激に成長して 60％を占めるまでになった。観光産業のインセンティブには、10 年間の法

人税免除、建設用機器や資材の輸入税および VAT 免除、会社の資本や不動産などに対する税の免除など

がある。アウトソーシング・サービスに関しては、免税地区において生産・輸出活動に関する税や手数

料が 100％免除されている。 
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ターの経済規模は、関連する投資活動や、サプライチェーンも考慮した経済効果を含むと

3,258 億DOP（GDPの 15.1％に相当）であり、2020 年までに 4,548 億DOP（2020 年推定

GDPの 12.7％）まで増加すると予測されている。 

経済全体への効果に加えて、観光業やアウトソーシング・サービス業に期待される貧困

削減への効果には、これらのセクターの雇用創出力がある。2010 年に観光業は、フォーマ

ルセクターの雇用のおよそ 12％にあたる 19.5 万人を雇用している。また、間接雇用を含め

ると、雇用数は（フォーマルに限らず）総雇用の 14％にあたる 55.4 万を数える。アウトソ

ーシング・サービス業は、フォーマルセクター雇用の約 2％にあたる 3 万人の雇用を創出し

ている。これは、同セクターの経済付加価値の規模からすると相対的に非常に大きいシェ

アである。ただし、観光業の賃金は全世界的に比較的低い傾向にあり、ドミニカ共和国に

おいても同様である。2010 年のホテル・バー・レストランの時間給は 58DOP であり、フ

ォーマルセクター全体の平均（83DOP） を下回っている。一方で、アウトソーシング・サ

ービス業の時間給は、観光業と比べると著しく高く、例えば、コールセンターのエージェ

ントは 75 -100DOP の時間給が見込めるが、貧困層との関連率は低いと推測される。 

また、観光産業は季節による稼働状況が異なるため、ほとんどの職種において期間限定

の雇用契約が結ばれるため不安定な就労となるほか、大多数の単純労働者が低賃金で働い

ている。ドミニカ共和国の同産業における女性労働者の参加率は 40％であるが、これは地

域平均である 55％を大きく下回っており、単純労働の多くは男性労働者が占めている。観

光業は、人材育成の分野において、ローカルスタッフの能力強化や労働の効率性向上、国

際水準のサービスの導入、ビジネスプロセスやロジスティック管理など、様々な分野での

知見とスキルの移転・普及において多大な好影響をもたらしうる。 

これまでドミニカ共和国の観光を牽引してきた一部のビーチに限られたパッケージ型の

リゾート観光が、主に近隣諸国の類似リゾートとの競争激化に疲労を見せ始めていること

で、新たな観光開発への取組みが始まっている。政府関係者はドナーと共にエコツーリズ

ムやアドベンチャートレイルといったような、地域の自然や文化資源を利用した観光モデ

ルの開発を促進している。新たなモデルでは、これまで観光による裨益が皆無もしくは非

常に限られていた地域においても、地域経済の多様化を促進して住民の所得創出の機会に

つながることが期待されている。例えば、ぺデルナレス県は国内最貧県のひとつであるが、

2 つの国立公園を含む自然資源を活用して USAID と Pedernales Community Development 

Foundation が共同でエコツーリズム開発を進めている。観光地形成の一環として、ツアー

ガイド養成や交通サービスなどを提供する地元零細ビジネスの立ち上げが支援される。ま

た、観光客の流入にともなって、飲食サービス、宿泊、特産品販売などのクラスターや関

連サプライチェーンが（有機的に）構築されていくことが期待される。このようなモデル

を奨励するにあたって、政府は道路や上下水インフラの整備、農村金融やビジネス支援サ

ービス（Business Development Service：BDS）の強化などを支援する役割を担う必要があ

る。 
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また、これまでの観光産業による負の影響として、HIV/エイズ発生の増加（子供を産める

年齢層の女性の主要死亡原因）や、環境へのインパクトが表面化してきており、新たな観

光開発においてはこれらの分野での課題に取り組む必要がある。 

 

図表 71 ドミニカ共和国 観光産業関連指標と経済効果（2011 年） 

 

（出所）WT&TC（2011）p.1 

 

 

図表 72 観光セクター 雇用数（2011 年、2012 年、2022 年） 
 

 
（出所）WT&TC（2011）p.4 
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図表 73 観光セクターおよびサービス・アウトソーシングセクター経済関連指標 
（2010 年） 

 

（出所）UNCTAD（2012）p.6 

 

3. 環境・衛生 
ドミニカ共和国の環境や衛生に関する MDGs への取り組みは、目標値をすでに達成済み

であるか、もしくは 2015 年までに達成する見込みが高い。指標の進捗状況は以下の通りで

ある。 

 スラム居住率は、1990 年に都市部人口の 27.9％（112.2 万人）であったのが、2007

年には 16.2％（107.9 万人）に減少している。 
 安全な飲み水へのアクセスは、1991 年には 66.4％であったのが、2007 年には 86.1％

まで増加したことで、目標（83.2％）を達成している。地域別には、1996 年には都

市部におけるアクセス率が 97％であったのに対し、農村部では 55％であり、42％ポ

イントの差があった。この差は 2007 年には 18％ポイントまで縮小したものの、依

然として農村部におけるアクセス状況は改善の余地が大きい。所得の観点からみる

と、高所得層の約 87％がアクセスしているのに対し、最低所得層のアクセスは 56％
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ほどに留まっている 49。 
 トイレ施設へのアクセスについては、1991年から2007年にかけて61.1％から82.7％

まで進捗しており、2015 年までに目標値（100％）を達成する見込みである。都市

部におけるアクセスは 87％、農村部では 74％である。 
上記進捗状況からみてとれるように、上下水のインフラ整備に関しては、総合的な向上

が進んでいるものの、都市部と農村部の差や所得レベルによる差（図表 75）が強く残って

いる。主に水質に起因するとされる 5 歳未満の児童の死亡の第 1 要因である重度の下痢 50の

症状は、農村部児童人口の 16.4％、都市部の 14.0％にみられ 51、この差はさらに児童の死

亡率や栄養摂取状況においても反映される。住環境と関連インフラの整備にあたっては、

今後は総合的なデータだけでなく、特に遅れが目立つ農村部と貧困層に対する支援を考慮

する必要がある。 

ドミニカ共和国は、地震や気候変動による洪水などの自然災害の影響を受けやすく、災

害により公衆衛生の悪化が引き起こされ、感染症が蔓延するリスクも高い。 

 

図表 74 地域別 安全な飲み水へのアクセス率の推移 

 
（出所）MEPyD（2010）p.116 

 

 

                                                   
49 MEPyD（2010）p.112 
50 パンアメリカ保健機関（PAHO） 
51 JICA（2012）Desarrollo Rural. p.39 
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図表 75 地域別 改善されたトイレへのアクセス率の推移（1990 年-2007 年） 

 

（出所）MEPyD（2010）p.117 

 

図表 76 改善されたトイレへのアクセス率の推移（1990 年-2007 年、2015 年推測値） 

 
（出所）MEPyD（2010）p.118 
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図表 77 生活インフラの整備と基礎サービスへのアクセスにおける高所得層と低所得

層間のギャップ（2006 年） 

 

（出所）CEPAL（2010）p.39 

 

4. 農村開発 
ドミニカ共和国の総人口に占める農村人口率は年々減少し、2010 年の農村人口は総人口

の 31.3％と推定される（図表 78）。一方、農村部の貧困率は都市部を大きく上回り、国全

体の貧困水準に与える影響は大きい。2011 年の農村部における貧困率と最貧困率は、それ

ぞれ 44.9％、24.7％であり、住人の半分近くが貧困、4 人に 1 人が最貧困状況にいる。最

貧困率は 2002 年からの 9 年間で 3.8％ポイントしか減少しておらず、貧困削減が遅延して

いる。 

就労人口の農業セクターにおける雇用率は年々減少傾向にあり、2010 年には総雇用の

14.5％であった。ただし、同セクターは農村地域においては、依然として主要な雇用元であ

り、世帯の 14.5％（東部地域では 23％）が農業で生計を立てている 52。農業適地の広域に

渡って少数の地主による集中的な所有化が進んでおり、大多数の小規模農民は山岳地帯で

零細農業に従事している。栽培は、コメ、マメ、プラタノ、キャッサバ、卵と牛乳といっ

                                                   
52 JICA（2012）のデータによると、農村世帯の生計構成は次の通り（p.35）：①農業（26％）、②農業およ

び非農業の複合経済活動（9％）、③送金依存（13％）、④非農業（51％）。このうち貧困率は送金依存の

世帯で最も高く（85.4％）、農業（52.6％）、非農業（33.5％）、複合（30.3％）と続く。 
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た地元消費用作物と、サトウキビ、カカオ、コーヒー、タバコ、バナナ、野菜及び果物と

いった輸出向け商品の生産に集中している。農業生産量は増加傾向を示しているが、それ

は耕地拡大に起因しており、生産性が向上しているわけではない。（図表 80）農村地域の世

帯の消費は半分以上（53％）を食料が占めており 53、食料安全保障の観点から、農産品の

安定供給は貧困対策に非常に重要な意味を持つ。 

一方、農業セクターには、経済発展につながる大きなポテンシャルも見出されている 54。

国家競争力審議会は、複数の生産クラスター（マンゴ、オリエンタル野菜、アボカド、バ

ナナ、スペシャリティー・コーヒー、パイナップルなど）の支援に取り組んでいる。こう

したなか、零細農家の多くは、輸出向け商品を生産しても植物衛生管理など規制に関する

知識を持っておらず、輸出検査時に商品が不合格にされる事例（例えば規定値以上の殺虫

剤の残量検出など）が頻発するなど、支援の課題が残っている。 

非農業セクターに関しては、商店など零細企業は、1999 年の時点で約 13.7 万存在し、33.2

万の雇用を創出していた。つまり、農村地域の就労者の 3 人に 1 人は零細ビジネス 55に関

わっていたことになる。こうした零細小規模企業の振興は、今後更なる雇用創出や農村世

帯の所得向上に向けて増々重要性を帯びる 56ほか、零細企業においては女性の進出が根付

いていることから（事業主の 95％は女性）女性の貧困削減支援策としても意義が大きい。

政府は、農村部の零細企業のための研修の実施、社会支出の優先投下、地方道路の整備、

小規模ローン（マイクロファイナンス等）へのアクセス改善等の政策を通じて、地域開発

を進めていく。 

このようなビジョンを踏まえて、メディーナ政権は、地域開発支援のために『地域・ロ

ーカル・コミュニティー開発のための管理・強化・投資プログラム（Manejo, fortalecimiento 

e inversiones municipales para el desarrollo regional, local y comunitario de la República 

Dominicana：PRODEM）』を通じて、2013 年にも 70 の開発審議会（Consejo de Desarrollo）

の組織強化支援と、30 市町村における開発計画策定支援を行うとしている。また、国内の

24 のマイクロクレジット機関（銀行 4、生産者組織 17、NGO3）57の運営を支援する、

PROMIyPEのポートフォリオに充てる公的資金投入額を、2010 年の対GDP比 0.11％（6,000

万米ドル）から、同比 1％まで引き上げる公約を立てている。 

 

                                                   
53 そのほかの主な支出項目は、衣服類（7％）、医療（7％）など。 
54 IDB. p.8 
55 農村地域における零細ビジネスには、日用品を扱う家族経営による小売商店、パーソナルケア（美容・

理容）、飲食店などがあるほか、場所によっては観光に関連したサービスや商品を取り扱うビジネスがあ

ると思われる。 
56 Del Rosario（2009） 
57 今日、小規模金融に関しては貸付に限らず、貯蓄やアドバイザリー・サービスを含む「マイクロファイ

ナンス」の名称が一般に使われているが、参考にした政府資料に「マイクロクレジット」と記述されて

いるため、その名称を残した。 
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図表 78 農村地域関連指標（2000 年-2010 年） 
 

 

 

（出所）CEPAL（2011a）p.34 

 

図表 79 GDP と農業 GDP の推移（2000 年-2009 年） 

 

（出所）CEPAL（2011a）p.30 のデータを元に作成 
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図表 80 作付面積の推移（2000 年-2008 年） 

 
（出所）CEPAL（2011a）p.52 のデータを元に作成 
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